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当社は、「令和５年度原子力規制委員会情報セキュリティ対策に係る支援業務」の調達（以下「本調

達」という。）における企画書等の作成に当たって必要な情報について確認及び検討することを目的とし

資料閲覧を希望します。なお、資料閲覧にあたり以下の各事項を遵守することを誓約します。 

 

１．本誓約における機密情報とは、原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課情報システム室

（以下「原子力規制庁」という。）が開示する全ての情報（資料、電子情報、電子メール、口

頭による連絡・説明等形態を問わない。）とする。ただし、開示の時点で既に公知のもの及び

原子力規制庁が公表することを承諾した情報については除く。 

 

２．当社は、原子力規制庁から開示された機密情報を本調達の企画書等の作成に当たって必要な情

報を確認する目的にのみ使用し、その他の目的には使用しないものとする。 

 

３．当社は、原子力規制庁から開示された機密情報を本調達の企画書等の作成に当たって必要な情

報を確認するために知る必要がある自己の役員、従業員以外に開示、閲覧等させないものとす

る。 

 

４．当社は、原子力規制庁から開示された機密情報を第三者に開示又は漏えいしないものとする。 

 

５．当社は本調達の企画書を検討するに当たって第三者に機密情報を開示、閲覧等させる必要があ

る場合には、原子力規制庁の事前承諾を得た上で、当該第三者に開示するものとする。 

 

６．当社は、前項により、機密情報を開示する第三者に対し、本誓約と同様の機密保持誓約をさせ

るものとする。 

 

７．当社は、本調達が終了または原子力規制庁から要求された場合には、機密情報を原子力規制庁

に返却又は廃棄するものとする。 

 

８．当社は、本調達の意見を検討するに当たって機密情報を知る必要のある自己の役員、従業員

に、本誓約の内容を遵守させるものとする。 

 

９．当社又は５．で定める第三者が、本誓約のいずれかの事項に違反した場合、又は漏えい等事故

により原子力規制庁に損害を与えた場合には、当社は、原子力規制庁が被った損害の賠償をす

るものとする。 
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